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	公務員連絡会地方公務員部会は、人事院勧告を受け、11日午後、総務省に『地方公務員給与等の決定に関する申入れ』を手交し、「公務員の生活に大きな影響を与える極めて不当な勧告である。公務員給与の引下げが地方や地場産業に波及し、内需回復に悪影響を与えることを危惧する」と説明しました。
『申入れ』の内容は右のとおりです。

総務省からは「申入れについては真摯に受け止め、検討したい」と考えが示されました。

さて、地方公務員の給与に大きく影響する国家公務員の給与は今後、政府による勧告の取り扱いと国会審議に焦点となります。

政府、人事院、自治体当局との交渉強化に向け、自治労に結集し、全国統一行動を背景に要求実現を迫りましょう。


	
	
	




最低賃金「働く意欲を保てる額に」北海道新聞８月１１日「社説」より（一部省略）
	北海道労働局の審議会が本格的な議論を始めた。大切なのは、最低賃金は貧困に陥らないための安全網であるという基本を改めて確認することだ。

北海道では最低賃金が生活保護水準を下回る逆転現象が起きている。この異常な事態を早く脱するために真摯な議論を重ねてほしい。最低賃金とは安心して生活するために最低限必要な賃金の額だ。

一昨年に施行された改正最低賃金法は、生活保護施策との整合性に配慮すると定めており、逆転現象の解消を求めている。

ところが、北海道では39円もの開きがある。これでは働く意欲を失ってしまう。道内では2012年度までにこれを解消することになっている。それを念頭に置けば、今回の目安の13円は最低限の引き上げ額であり、決して十分ではない。さらなる引き上げを検討してほしい。

年収が200万円以下のワーキングプア（働く貧困層）が全国で１千万人を超えて久しい。200万円を確保するには、１日８時間、週５日間働くとして、千円の時給が必要になる。
	
	
	

	
	
	
	現実的には、今すぐに千円に引き上げることは難しいかもしれない。だが、貧困を解消するという理念を実現するためには、着実な底上げを続け、できるだけ早く目標を達成しなければならない。

確かに、中小・零細を中心に厳しい経営を強いられている企業は少なくない。しかし、従業員が安心して暮らすことができない状況を放置していいはずはない。従業員の生活を保障することは企業の社会的責任でもある。賃金の引き上げは内需拡大にもつながることを忘れないでほしい。

国の責任はさらに重い。最低賃金の大幅引き上げを政治判断した以上、中小企業支援の具体策を早急に示し実行する必要がある。

	
	
	
	







　

· 「原爆被害 写真で伝える」北海道新聞８月６日朝刊の中原美幌支局長の丁寧な記

事が自治労道本部のＨＰ【組合員専用ページ】に８月11日、アップされています。

· 道本部の谷川情宣部長が、「お近くの方や、夏休みで津別町を通りかかった際には

ぜひ、ご覧いただきたいと思います」とコメントを加えてくださっています。
　













澤田さんは本日水曜日午後から。





庁舎以外で、ご用のある方は書記長の山田へ午前中にご連絡を。
























































































































































公務員連絡会が11日午前、原口総務大臣に対して要求書を


提出し、交渉した際の原口大臣の回答は次のとおりです。





　本日の給与関係閣僚会議において、私の方から、国家公務員の労働基本権がなお制約されている現状においては、人勧制度を尊重するという基本姿勢を崩してはならないことを発言した。本日の会議では結論に至らなかったが、皆さんのご意見もお聞きしながら、引き続き検討してまいりたい。公務員制度改革について、労働基本権の回復を見据える中で、皆さんの納得を得るようご相談してまいりたい。（概要）




















地方公務員部会の申入れの内容（概要）





①地方公務員の給与決定について、地公法第24条3項の趣旨を踏まえた自治体の自己決定が尊重されるよう対応すること。





②労働基本権の代償期間である都道府県・政令市の各人事委員会がその機能をより一層果たすよう要請すること。





③50歳台後半層の職員給与を一律に引き下げる措置は職務給の原則という公務員給与の基本に反することから、各自治体に対しこの措置を実施するよう求めないこと。





④国の病気休暇制度に関して、各自治体における交渉を尊重すること。





⑤定年延長に関して、地方自治体も国に遅れないよう制度設計を進め、地方公務員部会との十分な交渉を設けること。

















北海道最低賃金


現行時間額 ６７８円





厚生労働省の審議会が示した今年度の引き上げの「目安」は１３円…。


働いてくらしていける賃金の引き上げを!

















津別町でも二つの団体が助成をいただきました


・2009年度　津別町手をつなぐ育成会　（会長　新鞍忠信さん）


